
企業を囲い込む必要があった。
この間、化学業界のみならず、医薬品業界等の大手
企業もバイオテクノロジーを梃子に参入を試みたが、種
子開発には莫大な時間と投資が必要なことから多くは
撤退し、最終的に残ったのは、農業分野に知見を有し
た、後にバイオメジャーと呼ばれるようになる大手化学
系多国籍企業であった２。
2007年時点で、バイオメジャーのうち、Monsanto、
DuPont、Syngenta、Bayerの４社が種子売上高の上位10
社内に名を連ねるようになった（図表４）。BASF、
Dow Chemicalも加えたバイオメジャー６社は、農業資
材において重要な役割を担う種子と農薬の市場を、そ
れぞれを５割、７割も押さえ、食ビジネスの最上位工程
において強大な力を誇示している。加えて、バイオメ
ジャー間でGM種子や農薬のクロスライセンス契約など
の提携も頻繁に行い、ますます寡占化の色彩を強めて
いる。

バイオメジャーの領域拡大

バイオメジャーによって傘下に収められてきた種子
企業は、主として穀物類を取り扱う企業であった。理
由は、商用種子市場は2011年時点で推定約420億ドル
規模であるが３、このうち、穀物種子市場が360億ドル４

と全体の86％を占めていたためである。しかし、2005
年にはMonsantoが野菜・果物種子では世界最大で、市
場シェア約２割を持つSeminisを買収、花卉分野では
2008年にSyngentaがGoldsmith Seedsを買収するなど、
バイオメジャーは、残された種子分野でもそのシェア
を高めてきている。
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１ 久野秀二著「多国籍アグリビジネスのグローバル戦略と日本企業」
を参照。
２ 久野秀二著「アグリビジネスに囲い込まれる遺伝子」を参照。
３ International Seed Federation資料より。
４ タキイ種苗（株）HPを参考に三井物産戦略研究所にて算出。ほ
か、野菜・果実55億ドル（13%）、花卉５億ドル（１%）と推定。
５「日経ビジネス」2010年７月19日号を参照。

さらに、今までのGM種子は生産者側の利点（コス
ト、生産性等）に重きが置かれた「農薬バイテク製品」
にすぎなかったが、最近になって、バイオメジャーは、
GM技術によって商品に「健康」という付加価値を付
けることのできる種子開発を行っている。例えば「オ
メガ３大豆」は、現在は魚から抽出して健康食品に使
用されている“オメガ３脂肪酸”という油を、大豆か
ら採ることも可能とした商品であり、魚由来のものよ
りも臭味などで優位性があることを売りとして開発さ
れたものである５。こうして消費者のGM製品に対する
抵抗感を低くし、植物から直接摂取することの価値の
向上など普及啓蒙にも力を注ぎ始めている。この動き
の先には、野菜のみならず、まだGM技術が導入され
ていない世界３大主食の一つである小麦も視野に入れ
られているだろう。
世界人口90億人となる2050年には、食料危機が懸念
されるなか、バイオメジャーによる種子産業ならびに
その周辺産業への関わりが、ますます広く深くなって
いくものと想像される。その結果、近い将来、ここで
見た種子と農薬に加えて、種苗、農産物、さらには食
品などの産業にまたがる新たなビジネスモデルが形成
されていくのではないだろうか。
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バイオメジャーの展開

「食」のバリューチェーンにおいて、最も川上にあた
る農作物の種子と農薬の市場には、従来、おのおの別
個にメジャープレーヤーが存在していた。ところが近
年では、バイオテクノロジーを梃子に両市場の融合が
進行し、双方で大きなシェアを握る大手化学系多国籍
企業、いわゆる「バイオメジャー」が注目され、新た
な局面を迎えている。その背景と今後の展開を考察す
る。

農薬・種子市場の成り立ち

18世紀の欧州では、作物防除に効果があるとして、
除虫菊の粉が化学的なメカニズムは不明のまま広く使
われていた。効果のある理由が、除虫菊に含まれる有
効成分の一つであるピレトリンが持つ殺虫作用による
ものという化学的根拠が示されるようになったのは20
世紀初頭に入って以降のことである。このような化学
との結び付きによって、農薬は、化学産業の一分野と
して形成され、発展することとなった。
一方種子は、20世紀半ばまで、大半が農家や、農業
試験場などの公的機関によって開発・管理されていた。
しかしその後、育種技術の革新に伴い、トウモロコシ
の種子であるハイブリッドコーンなど、一代に限って
生産性が向上するというハイブリッド種子が開発され
るようになると、農家は以前のように種子を自家採取
せず、毎年購入するというスタイルに変わり、これが
種子の製造・販売を行う大手種子企業を生み出すこと
につながっていった。
1990年代に入り、まず、農薬市場に進出していた大
手化学企業を取り巻く環境に変化が訪れる。元来農薬
の新製品を開発するには多大な経費と時間が必要とさ
れる上に、農薬業界が直面した主要市場の農業政策の
変化、環境問題や人体への影響などへの懸念からくる
市場縮小などの環境悪化も重なり、多額の研究開発費
をカバーするだけの収益確保やコスト削減のための合理
化が農薬企業には急務となった。その結果、農薬市場
に進出した大手化学企業による農薬事業の切り捨てや
M&Aなどの業界再編が進んだ。こうした再編が2000
年代初めまで続き、後にバイオメジャーと呼ばれる農薬
市場上位６社（Syngenta（スイス）、Bayer（独）、
BASF（独）、Dow Chemical（米）、Monsanto（米）、
DuPont（米））が、世界市場の約７割を占める今日の
市場を形成することになった（図表１、２）。

バイオメジャーの形成

1990年代後半、種子市場にも変化が起きる。バイオ
テクノロジーの進化、即ち、種子の遺伝子組み換え＝
GM（genetically modified）技術の登場である。
作物を雑草や病害虫から守る製品には、農薬以外に、
除草剤耐性種子や害虫抵抗性作物種子など、GM技術
を使って機能付加した農業バイオテクノロジー製品（農
業バイテク製品）と呼ばれる種子類がある。過去約10
年の売上高（種子の売り上げと、使用農家から支払わ
れる技術料）の推移を見ると、従来型農薬の売上高が
約1.5倍と緩やかな伸長率となっているのに対し、農業
バイテク製品の売上高は約6.4倍と急激に伸びており
（図表３）、農薬企業が従来の農薬を使った作物防除に
加えて、種子による作物防除にも注力していることが
分かる１。
こうした動きの背景には、前述の、市場縮小を余儀
なくされるような農薬産業を取り巻く環境変化がある。
それに加えて、GM技術を利用した、農薬使用量を減ら
せる種子開発とその種子の販売手法等のビジネスモデ
ルの変化も見逃せない。
GM技術により、特定の農薬を使用することによって
収穫量を上げることをうたい文句に、種子・農薬、さ
らには肥料や技術指導をセット販売するモデルが確立さ
れた。有名なものはMonsanto社の除草剤（商品名：ラ
ウンドアップ）とその除草剤に耐性を持つ種子のセッ
ト販売である。一般に販売されている除草剤は種類が
多く、枯らす作物の選択性にも違いがあるため、製品
の効能を熟知した上で適切に使い分ける必要がある。ラ
ウンドアップは作物自体も枯らせてしまう非選択性の除
草剤だが、GM技術によってこの除草剤を使用しても枯
れない耐性を組み込んだ種子をセット販売することで、
農業生産者は、除草剤を使い分ける手間を大幅に省け
るというものである。国内農薬最大手である住友化学
の農業化学部門においても、農薬、肥料、種苗・資材
に加え農業経営支援システムを含め、トータルソリュ
ーションプロバイダー型の事業戦略を打ち出し、国内
シェア拡大を目指している。
また、種子というのは、ひとつの種類のタネがどの
地域にも適合するものではなく、その地域ごとの特性
（緯度の違いによる日照時間や気温の違いなど）に合っ
た種子が必要である。GM種子も同様であり、その地域
の特性に合った種子と掛け合わせてカスタマイズした商
品を製造する上では、農薬企業はおのおの地場の種子

図表１. 世界の化学企業／化学部門売上高順位（2009年）（百万米ドル）

1 BASF（ドイツ） 54,817
2 Dow Chemical（米国） 44,875
3 Sinopec（中国） 31,312
4 Ineos Group（英国） 28,600
5 ExxonMobil（米国） 26,847
6 DuPont（米国） 25,960
7 Formosa Plastics（台湾） 25,437
8 Royal Dutch Shell（オランダ） 24,586
9 SABIC（サウジアラビア） 23,096
10 Total（フランス） 20,521
12 Bayer（ドイツ） 19,551
17 住友化学（日本） 13,121
31 Syngenta（スイス） 8,420
－ Monsanto（米国） 11,724

注：農薬事業、種子事業を含む売上高
出所：｢世界化学工業白書」2011年3月増刊号「世界の化学企業ラン

キング2009年トップ50」をもとに三井物産戦略研究所作成。
Monsantoは表記がないため、同社決算資料を参照

図表２. 世界主要農薬企業の農薬売上高（2009年）（百万米ドル）

1 Syngenta（スイス） 8,491
2 Bayer CropScience（ドイツ） 8,343
3 BASF（ドイツ） 5,064
4 Dow AgroSciences（米国） 3,907
5 Monsanto（米国） 3,543
6 DuPont（米国） 2,385
7 Makhteshim Agan（イスラエル） 2,042
8 Nufarm（オーストラリア） 1,821
9 住友化学（日本） 1,402

10 アリスタライフサイエンス（日本） 1,087
注１：通常の農薬売上高（農業バイテク製品は含まれない）
注２：トーメンとニチメンの農薬およびライフサイエンス事業を統合した

企業。2001年10月に設立され、農薬など化学製品の製造・加工・販
売を行っている。現在は欧州ファンドPermiraの資本下にある

出所：｢世界化学工業白書｣2011年３月増刊号をもとに三井物産戦略研究所作成

図表３.世界の農薬および作物保護用農業バイテク製品の売上高（百万米ドル）

除草剤 14,995 19,767 131.8%
殺虫剤 7,130 11,471 160.9%
殺菌剤 5,780 11,176 193.4%
その他農薬 1,090 1,309 120.1%

農薬小計 28,995 43,723 150.8%
（農薬割合） 94.6% 80.5% －－
農業バイテク製品 1,640 10,570 644.5%
（農業バイテク製品割合） 5.4% 19.5% －－
合計 30,635 54,293 177.2%
出所：｢世界化学工業白書」2001年・2011年３月増刊号をもとに三井物

産戦略研究所作成

図表４. 世界主要種子企業の種子売上高（2007年）（百万米ドル）

1 Monsanto（米国） 4,964
2 DuPont（米国） 3,300
3 Syngenta（スイス） 2,018
4 Groupe Limagrain（フランス） 1,226
5 Land O'Lakes（米国） 917
6 KWS SAAT AG（ドイツ） 702
7 Bayer CropScience（ドイツ） 524
8 サカタのタネ（日本） 396
9 DLF-Trifolium（デンマーク） 391

10 タキイ種苗（日本） 347
注：種子のみの売上高
出所：ETCgroup「Who Owns Nature?」（November 2008）をもと

に三井物産戦略研究所作成




